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はじめに

この報告書は、日本ＮＰＯセンターが実施した 「市民活動団体（ＮＰＯ）育成・強化プロジェクト」の第一ス

テージの事業検証報告書である。東日本大震災により被災した東北３県のＮＰＯの組織基盤強化とリーダー

育成を目的として実施されたこのプロジェクトは、主に発展途上国のコミュニティづくりのために活動する国際

NGOワールド・ビジョン・ジャパンが、東日本大震災の被災者のために国内外から集められた寄付金を、日本

のNPO支援を行ってきた日本ＮＰＯセンターに託したことで成立した。 

２０１２年から２０１３年にかけて実施されたこのステージには、総額で約１億１０００万円が活用され、被災３県

の６４のＮＰＯを参加団体として展開された。プロジェクトの詳細は本文にゆずるが、結論・提言で述べられてい

るように、今回、実験的に実施された「伴走型」支援を主体とするプロジェクト設計が、今後、同様の事業を構

想する諸団体にとって参考となることを期待している。 

来年３月、仙台で第３回国連防災世界会議が開催される。１９９４年の横浜、２００５年の神戸に続いて日本で

開催されるこの国際会議では、前回策定された防災に関する国際的な取り組み指針である「兵庫行動枠組

（ＨＦＡ）」の後継枠組みとして「ＨＦＡ２」が採択される予定になっている。この国際会議に日本のＣＳＯ（市民社

会組織）ネットワークとして参画、提言していく母体として、「２０１５防災世界会議日本ＣＳＯネットワーク（ＪＣＣ

２０１５）」が立ち上がっている。当センターも幹事団体として参加するこのネットワークは、東日本大震災におけ

る日本の市民社会や被災者自身の経験・視点を防災世界会議内外で共有し、今後、国際的に活かす一助と

することを目的のひとつに置いている。 

この報告書の第８章で、「地域の強靱性（コミュニティ・レジリエンス）」という概念が紹介されているが、グロー

バルなレベルで防災や震災復興にかかわるＣＳＯからすれば、これは重要なキーワードである。この報告書も

含め、東日本大震災の被災地域の強靱性を日本国内だけでなく、世界と共有し、日本の被災地の地域づくり

の取り組みを内外で知らしめる活動や、海外での優れた事例を日本に紹介して一層強靭性を高めていく活動

を、当センターは継続していかなければならないと思っている。 

今回、当センターが被災地で実施したプロジェクトをこのように詳しく検証することができたのは、ワールド・ビ

ジョン・ジャパンの理解があったからこそである。検証や評価という作業は、ややもすると敬遠されがちだが、あ

らためて確認するまでもなく、事業が「なんのため」に実施されているかを常に問いかけ、目標達成を確実にし

ていくには必要不可欠な作業である。その意味でも、この検証作業がＮＰＯやＮＧＯ、それらに資金提供をす

る諸機関にとって示唆に富むものであればと思っている。この事業検証を可能にしたワールド・ビジョン・ジャパ

ンのリーダーシップに、深く感謝したい。 

発災後１年という、まだまだ混乱が続く状況のなかで、その後長く活動を続けるであろう被災地のＮＰＯをお

手伝いしたいという思いから、このプロジェクトは始まった。困難な状況にもかかわらず、将来を見据えてプロ

ジェクトに参加し、長丁場の事業に積極的に参加してくださった参加団体、参加メンバーの方々、そしてＮＰＯ

界から「伴走」者として参加者を支えてくださった実行委員・メンターの方々、その他このプロジェクトに関わっ

た関係者の方々に、深くお礼を申し上げたい。

日本ＮＰＯセンター副代表理事

大橋 正明
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